岩手県地域密着型サービス外部評価機関選定等要領

（目的）

第１条　この要領は、岩手県地域密着型サービス外部評価実施要綱第４条の規定に基づき、指定認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防を含む。以下「事業所」という。）に係る外部評価の評価機関（以下「評価機関」という。）の選定要件及び選定手続等に関し、必要な事項を定めるものとする。

（評価機関の要件）

第２条　評価機関は、次の各号に掲げる要件を満たす法人とする。

　(１)　当該法人が自ら事業所を設置又は運営していないこと。

　(２)　当該法人の理事会等の構成員の過半数が、事業所の事業者及び従業者によって占められていないこと。

　(３)　次の要件を満たし、第三者としての客観的な観点から外部評価の実務を行うことができると認められる評価調査員を必要数確保していること。

　　　ア　県若しくは知事が指定した法人等（以下「県等」という。）が実施する評価調査員養成研修又は他の都道府県若しくは他の都道府県知事が指定した法人（以下「他の都道府県等」という。）が実施する評価調査員養成研修等（別に定めるカリキュラムが全て含まれるものに限る。）を修了していること。
　　　イ　現に評価調査に従事している者にあっては、年１回以上、県等が実施するフォローアップ研修又は他の都道府県等若しくは評価機関が実施するフォローアップ研修等（別に定めるカリキュラムの全てが含まれるものに限る。）を修了していること。
　　　ウ　事業所を設置又は運営する法人の理事会等の構成員でないこと。

　　　エ　事業所に勤務していないこと。

　　　オ　各事業者により組織される団体の役職員ではないこと。
　(４)　認知症介護に関する学識経験者、事業所を設置する事業者（以下「事業者」という。）、認知症高齢者の家族の代表者等で構成する評価審査委員会（以下「評価審査委員会」という。）を設置していること。

　(５)　評価結果について、県が定める様式及び方法等に従って、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭ ＮＥＴ）」に掲載して公表すること。また、当該手続を行う担当者が配置されていること。

　(６)　外部評価を行う上で十分な資金計画が立てられているほか、次のことが規定された規程等が整備され、それらに基づいて適切に業務が行われる体制となっていること。

ア　外部評価実施方法に関すること

イ　評価調査員の質の向上に関すること

ウ　評価審査委員会の設置運営に関すること

エ　守秘義務及び倫理に関すること

オ　評価に係る契約書様式

カ　評価に関する異議や苦情の申立窓口及び責任者の設置に関すること

キ　その他県が必要と認めること

（評価機関の選定手続等）

第３条　評価機関の選定を受けようとする法人は、評価機関選定申請書（様式第1号）に、次の書類を添付の上、県に申請し、審査を受けるものとする。

　(１)　法人の定款、寄附行為等及び法人の登記事項証明書

(２)　事業計画書

(３)　所属する評価調査員名簿（評価調査員が他の法人等の職員である場合は、当該法人からの就任承諾書を含む。）又は今後の養成研修受講に係る計画書

(４)　評価審査委員会の委員名簿、各委員の就任承諾書（委員が他の法人等の職員である場合は、当該法人からの就任承諾書を含む。）及び委員の経歴書

(５)　評価手数料の算定根拠を明らかにした書類

(６)　収支予算書

(７)　第２条第６号に規定する規程等

(８)　その他県が必要と認める書類

２　県は、前項の規定による申請を受けたときは、当該法人が評価機関として適当であるかの審査を行い、その結果を評価機関選定（不選定）通知書（様式第２号）により通知するものとする。

３　県は、評価機関を選定したときは、当該機関の名称、連絡先、評価手数料及び評価調査員数等の情報について、県のホームページに掲載する等の方法により、事業者に周知するものとする。

（有効期間及び更新手続）

第４条　評価機関の有効期間は、１年間とする。

２　前項の有効期間の更新を希望する評価機関は、有効期限の30日前までに、評価機関更新申請書（様式第３号）に第３条第１項各号に掲げる書類を添付のうえ、県に申請するものとする。ただし、添付書類（第２号、第３号、第５号及び第６号を除く。）の内容に変更がない場合は、書類の提出を省略できるものとする。

３　県は、前項の規定による申請を受けたときは、前条第２項と同様に審査を行い、その結果を評価機関更新（非更新）結果通知書（様式第４号）により通知するものとする。

４　県は、評価機関の更新を行ったときは、前条第３項と同様の方法により、事業者に周知するものとする。

（変更の手続）

第５条　評価機関は、選定又は更新後、提出した書類の内容に変更が生じたときは、評価機関変更届出書（様式第５号）に変更後の書類を添付の上、遅滞なく県に届け出るものとする。

（廃止の手続）

第６条　評価機関は、評価事業を廃止しようとするときは、事業廃止の３ヶ月前までに、評価機関廃止届出書（様式第６号）により県に届け出るものとする。

（評価機関の取消し）

第７条　県は、評価機関が次のいずれかに該当するときは、調査のうえ、評価機関の選定の取消しをすることができるものとする。

　(１)　第２条に規定する要件のいずれか一つを欠くに至ったとき。

　(２)　公正中立な立場で評価を行うのにふさわしくないと認められる状況が生じたとき。

(３)　前各号のほか、評価機関としてふさわしくないと認められる状況が生じたとき。

２　前項の取消しを行う場合の手続等は、次のとおりとする。

　(１)　県は、評価機関が第２条に規定する要件を具備しているかを確認するため、必要な書類の提出を求め、評価機関の職員から状況を聴取し、又は必要な調査を行うことができるものとする。

(２)　評価機関は、前号の調査等がなされるときは、これに協力しなければならない。

(３)　県は、外部評価機関としての要件を欠く具体的な事実を確認したときは、期限を付して当該事実の是正を求め、是正されない場合には取消しをするものとする。

(４)　県は、取消しに当っては、文書をもって通知するものとする。

(５)　県は、取消しを行ったときは、第３条第３項と同様の方法により、事業者に周知するものとする。

　　附　則

　この要領は、平成17年３月14日から施行する。ただし、平成17年度に限り、評価機関を財団法人長寿社会振興財団に特定するものとする。

　

附　則

この要領は、平成19年１月15日から施行する。ただし、平成18年度に限り、認知症対応型共同生活介護事業所に係る外部評価機関は、当該年度内にフォローアップ研修を法人所属の評価調査員の過半数の者が修了することをもって小規模多機能型居宅介護事業所に係る外部評価を実施できるものとする。

附　則

１　この要領は、平成21年５月８日から施行する。ただし、施行日において、改正前の要領第２条第３号アの研修を修了した評価調査員は、改正後の要領に定める研修を修了しているものとみなす。

２　平成21年度に限り、改正後の要領第２条第３号の規定にかかわらず、改正後の別添カリキュラムに基づき、評価機関が自ら又は適当と認めた法人に委託して実施した研修を修了したものについても、改正後の要領に定める研修を修了したものとみなす。

　　　附　則

　この要領は、平成23年６月14日から施行する。

　　　附　則

　この要領は、平成27年５月18日から施行する。
　　　附　則

　この要領は、平成28年６月６日から施行する。

様式第１号
　　　年　月　日
　岩手県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者職名）　　

評価機関選定申請書
　地域密着型サービスに係る外部評価機関の選定を受けたいので、第３条第１項に規定する書類を添えて申請します。

記

　評価機関としての事業開始予定年月日

　　　年　　月　　日

様式第２号
第　号
　　　年　月　日
　（法人名）
　（代表者職氏名）　　様

岩手県知事　　　　　
評価機関選定（不選定）通知書
　　　　年　月　日付けで申請のありました標記評価機関の選定について、貴法人を選定する（選定しない）こととしましたので、通知します。

記

　評価機関としての有効期間

　　　　年　月　日～　　　年　月　日まで

（不選定の場合は、不選定の理由を記載）
様式第３号
　　　年　月　日
　岩手県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者職名）　　

評価機関更新申請書
　地域密着型サービスに係る外部評価機関の有効期間の更新をしたいので、第４条第２項に規定する書類を添えて申請します。

様式第４号
第　号
　　　年　月　日
　（法人名）
　（代表者職氏名）　　様

岩手県知事　　　　　　
評価機関更新（非更新）通知書
　　　　年　月　日付けで申請のありました標記評価機関の選定に係る更新について、これを更新する（更新しない）こととしましたので、通知します。

記

　更新後の有効期間

　　　　年　月　日～　　　年　月　日まで

（非更新の場合は、非更新の理由を記載）

様式第５号
　　　年　月　日
　岩手県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者職名）　　

評価機関変更届
　地域密着型サービスに係る外部評価機関の内容に変更が生じましたので、次のとおり届け出ます。

記

	変更事項
	

	変更年月日
	

	変更の内容
	変更前
	変更後

	
	
	

	変更の理由
	


摘要　変更に係る書類を添付すること。

様式第６号
　　　年　月　日
　岩手県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者職名）　　

評価機関廃止届
　地域密着型サービスに係る外部評価機関を廃止したいので、次のとおり届け出ます。

記

１　廃止予定年月日　　　　　　　年　　月　　日

２　廃止する理由
